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表紙

(電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく書面交付請求による交付書面に記載しない事項)
＜連結計算書類＞
連結注記表
＜計算書類＞
個別注記表

上記事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、書面交付請求をいただいた
株主様に対して交付する書面には記載しておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電子提供措置
事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

第22期定時株主総会資料

株式会社GSI
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連結注記表

連結注記表
１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の状況

・連結子会社の数 ２社
・主要な連結子会社の名称 株式会社Career Ways

Be UNIQUE Inc.

(2) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

(3) 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
・市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

ロ. 棚卸資産
・仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）を採用し
ております。
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建物及び構築物 ６～4５年
車両運搬具 ４～６年
工具、器具及び備品 ３～15年

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ. 有形固定資産（リース資産を除く）

　当社及び国内連結子会社は定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した
建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額
法を採用しております。
　また、在外連結子会社は定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　又、取得価格が10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については法人税法の規定に基づき３
年間で均等償却しております。

ロ. 無形固定資産（リース資産を除く）
・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっておりま

す。

③ 重要な引当金の計上基準
イ. 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に債権の回収可能性を
検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ. 賞与引当金 従業員の賞与支給に備えて、賞与支給見込額の当連結会計年度負担額を
計上しております。

④ 収益及び費用の計上基準
　当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該
履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下の通りであります。
　当社グループのシステム開発事業においては、主に請負契約又は準委任契約若しくは労働者派遣契約に
より、ソフトウエアの開発や保守等のソリューションを提供しております。
　当社グループの就労支援事業においては、主に障碍者総合支援法等に基づく就労継続支援Ｂ型事業所の
運営を行っております。
イ. 受託開発

　請負契約による受託開発取引については、主として、履行義務の進捗度を見積り、当該進捗度に基
づき一定の期間にわたり収益を認識しております。進捗度の測定は、予想される見積総原価に対す
る、実際の発生原価の割合（インプット法）に基づいて行っております。
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　なお、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく
短い契約については代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務
を充足した時点で収益を認識しております。

ロ. 常駐開発支援
　準委任契約及び労働者派遣契約等による常駐開発支援取引については、契約期間にわたり概ね一定
の役務を提供するため、時間の経過に応じて履行義務が充足されると判断しており、役務を提供する
期間にわたり顧客との契約において約束された金額を按分し収益を認識しています。

ハ. 就労支援
　就労継続支援Ｂ型事業所の運営に基づく就労支援サービスを提供しており、顧客へのサービス提供
完了時点において履行義務が充足されると判断し、当該サービス提供完了時点で収益を認識しており
ます。

⑤ その他連結計算書類の作成のための重要な事項
イ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処
理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換
算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調
整勘定に計上しております。

ロ. 控除対象外消費税等の会計処理
　資産に係る控除対象外消費税等は、当連結会計年度の費用として処理しております。

－ 3 －
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(1)  有形固定資産の減価償却累計額 78,680千円

当座貸越極度額及びコミットメントライン極度額の
総額

450,000千円

借入実行残高 －千円
差引額 450,000千円

２.　表示方法の変更に関する注記
　(連結損益計算書)
　　前連結会計年度まで独立掲記していた営業外収益の「受取手数料」は金額的重要性が乏しくなった
　ため、当連結会計年度においては営業外収益の「その他」に含めて表示しております。
　　なお、当連結会計年度の「受取手数料」は719千円であります。

3. 連結貸借対照表に関する注記

(2) コミットメントライン契約
　当社グループは、運転資金の効率的かつ安定的な資金調達を行うため、取引銀行2行と当座貸越契約及
びコミットメントライン契約を締結しております。これらの当座貸越契約及びコミットメントライン契約
に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。
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普通株式 2,000,000株

決 議 株式の種類 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 2 5 年 5 月 1 5 日
取 締 役 会 普通株式 64,000 32 2025年３月31日 2025年６月11日

2025年11月14日
取 締 役 会 普通株式 56,000 28 2025年9月30日 2025年12月23日

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2026年5月15日
取 締 役 会 普通株式 利益剰余金 68,000 34 2026年３月31日 2026年６月25日

4. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

(2) 剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

－ 5 －
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5. 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については、投機的な取引は行わない方針であります。なお、一部の余剰
資金を高い利回りで運用することを目的として株式及び債券への投資を行っております。
　資金調達については、設備投資計画等に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しておりま
す。

②　金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
　投資有価証券は、株式及び債券であり、信用リスク、市場価格の変動リスク及び為替変動によるリス
クに晒されております。
　営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。
　借入金は、主に運転資金及び設備投資に必要な資金調達を目的としたものであり、償還日は当連結会
計年度末日後、最長で5年であります。

③　金融商品に係るリスク管理体制
イ. 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、営業債権について、システム開発事業部が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし
ております。又、与信管理規程に従い、取引先毎に与信限度額を設定し、業務管理事業部が取引相手
ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図
っております。

ロ. 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　当社は、投資有価証券については、担当部門である業務管理事業部にて管理しております。四半期
毎に時価を把握しております。

ハ. 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社は、業務管理事業部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持等によ
り流動性リスクを管理しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用すること
により、当該価額が変動することがあります。
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連結貸借対照表計上額(＊) 時　　　  価(＊) 差 額

① 有 価 証 券 及 び
投 資 有 価 証 券 1,002,409千円 1,002,409千円 －千円

② 長 期 借 入 金
（1年内返済予定を含む） （396,499） （393,872） △2,627

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 0千円

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりでありま
す。「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に
近似するものであることから、記載を省略しております。また、「売掛金」、「買掛金」及び「未払法人税
等」も短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（＊）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
（注）市場価格のない株式等

これらについては「有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時
価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算
定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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区 分
時 価

レ ベ ル 1 レ ベ ル 2 レ ベ ル 3 合 計

有価証券及び投資有価証券

その他有価証券

株式 674,825千円 －千円 －千円 674,825千円

社債 －千円 327,584千円 －千円 327,584千円

区 分
時 価

レ ベ ル 1 レ ベ ル 2 レ ベ ル 3 合 計
長 期 借 入 金
（ 1 年 内 返 済 予 定 を 含 む ） －千円 393,872千円 －千円 393,872千円

① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
・上場株式は相場価格を用いて評価しております。これらは活発な市場で取引されているため、その時価

をレベル１の時価に分類しております。
・社債は、取引先金融機関から提示された価格をもって時価としておりますが、市場の活発性に基づきレ

ベル２の時価に分類しております。
長期借入金
・長期借入金のうち変動金利によるものについては、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、

当該帳簿価額によっています。また、固定金利のものについては、元利金の合計額と、当該債務の残存
期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分
類しております。
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（単位：千円）
報告セグメント

調整額

（注）
合計システム

開発事業
就労支援事業 計

受託開発 77,724 － 77,724 － 77,724

常駐開発支援 4,379,892 － 4,379,892 － 4,379,892

就労支援 － 82,167 82,167 － 82,167

その他 88,904 － 88,904 － 88,904

調整額（注） － － － 431 431

顧客との契約から

生じる収益
4,546,521 82,167 4,628,688 431 4,629,119

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 4,546,521 82,167 4,628,688 431 4,629,119

6. 収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（注）外部顧客への売上高の調整額は、報告セグメントにおいて代理人として処理した取引のうち、他の当
事者がセグメント間に存在するため、連結損益計算書上は本人として処理される取引であります。

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　「１.連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 (3)会計方針に関する事項 ④収
益及び費用の計上基準」に記載の通りです。
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当連結会計年度
期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 511,644 511,939
契約資産 102,564 28,842
契約負債 4,157 13,711

(3) 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会
計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び
時期に関する情報

①契約資産及び契約負債の残高等
（単位：千円）

　契約資産は、受託開発において、顧客との請負開発について進捗度に基づき収益を認識した未請求の履
行義務に係る対価に対する当社グループの権利に関するものであります。
契約資産は、対価に対する当社グループの権利が無条件になった時点で顧客との契約から生じた債権に振
り替えられます。
　当該請負開発契約に関する対価は、契約条件に従い、顧客による成果物の検収後に請求し、概ね２ヶ月
以内に受領しております。
又、契約負債は、顧客からの前受金であります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。

②残存履行義務に配分した取引価格
当社グループでは、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適用し、
記載を省略しております。
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(1) １株当たりの純資産額 1,217円92銭
(2) １株当たりの当期純利益 188円39銭

7. 賃貸等不動産に関する注記
　賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。

8. １株当たり情報に関する注記

9. 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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個別注記表

建物 ６～４２年
構築物 １０～４５年
車両運搬具 ４～６年
工具、器具及び備品 ３～１５年

個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
① 子会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。

② その他有価証券
　市場価格のない株式等以外のもの 　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）を採用しております。
　市場価格のない株式等 　移動平均法による原価法を採用しております。

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
仕掛品 　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価の切

下げの方法により算定）を採用しております。

(3) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産 　定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得し

た建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した
建物附属設備、構築物は定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

　又、取得価額が10万円以上20万円未満の少額減価償却資産について
は、法人税法の規定に基づき３年間で均等償却しております。

② 無形固定資産 　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期
間（５年）に基づいております。

－ 12 －
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個別注記表

(4) 引当金の計上基準
①   貸倒引当金 　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に債権の回収可能性
を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 　従業員の賞与支給に備えて、賞与支給見込額の当事業年度負担額を計
上しております。

(5) 収益及び費用の計上基準
　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を
充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下の通りであります。
　当社のシステム開発事業においては、主に請負契約又は準委任契約若しくは労働者派遣契約により、ソフ
トウエアの開発や保守等のソリューションを提供しております。

① 受託開発 　請負契約による受託開発取引については、主として、履行義務の進捗
度を見積り、当該進捗度に基づき一定の期間にわたり収益を認識してお
ります。進捗度の測定は、予想される見積総原価に対する、実際の発生
原価の割合（インプット法）に基づいて行っております。
　なお、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込
まれる時点までの期間がごく短い契約については代替的な取扱いを適用
し、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時
点で収益を認識しております。

② 常駐開発支援 　準委任契約及び労働者派遣契約等による常駐開発支援取引について
は、契約期間にわたり概ね一定の役務を提供するため、時間の経過に応
じて履行義務が充足されると判断しており、役務を提供する期間にわた
り顧客との契約において約束された金額を按分し収益を認識していま
す。

(6) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており
ます。
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個別注記表

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 70,687千円

関係会社に対する短期金銭債権 292千円
関係会社に対する長期金銭債権 100,000千円
関係会社に対する短期金銭債務 5,457千円

当座貸越極度額及びコミットメントライン極度額の
総額

450,000千円

借入実行残高 －千円
差引額 450,000千円

営業取引による取引高 59,148千円
営業取引以外の取引高 3,104千円

２.  表示方法の変更に関する注記
　(損益計算書)
　　前事業年度まで独立掲記していた営業外収益の「受取地代家賃」「助成金収入」「経営指導料」は金
　額的重要性が乏しくなったため、当事業年度においては営業外収益の「その他」に含めて表示しており
　ます。
　　なお、当事業年度の「受取地代家賃」は5,351千円、「助成金収入」は2,216千円、「経営指導料」
　は2,009千円であります。

3. 貸借対照表に関する注記

(2) 関係会社に対する金銭債権、債務

(3)コミットメントライン契約
　当社は、運転資金の効率的かつ安定的な資金調達を行うため、取引銀行2行と当座貸越契約及びコミット
メントライン契約を締結しております。これらの当座貸越契約及びコミットメントライン契約に係る借入
未実行残高等は次のとおりであります。

4. 損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

－ 14 －
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個別注記表

普通株式 －株

繰延税金資産
賞与引当金 70,850千円
未払社会保険料 10,948千円
未払事業税 7,534千円
未払事業所税 1,466千円
敷金償却額 2,261千円
貸倒引当金 6,753千円
関係会社株式評価損 12,524千円
その他有価証券評価差額金 9,566千円
その他 3,580千円

繰延税金資産小計 125,484千円
評価性引当額 △23,087千円

繰延税金資産合計 102,396千円
繰延税金負債

保険積立金 △2,504千円
繰延税金負債合計 △2,504千円
繰延税金資産の純額 99,892千円

5. 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

6. 税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

7. 収益認識に関する注記
　収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「６.収益認識に関する注記」に同一の内容を記載し
ているため、注記を省略しております。
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個別注記表

種 類 会 社 等 の
名 称

議決権等の所有
（被所有）の割合

関連当事者
との関係 取 引 内 容 取引金額 科 目 期 末 残 高

子会社 株 式 会 社
Career Ways

所有
直接 100％ 役員の兼務

資金の貸付
受取利息
　（注）１、2

－
1,094

長期貸付金
ー

100,000
ー

(1) １株当たりの純資産額 1,220円44銭
(2) １株当たりの当期純利益 184円77銭

8. 関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等
（単位：千円）

（注）１．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
２．株式会社Career Waysに対する貸付については、21,089千円の貸倒引当金を計上しております。

また、当事業年度において24,266千円の貸倒引当金戻入額を計上しております。

9. １株当たり情報に関する注記

10. 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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